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監査基準報告書200「財務諸表監査における総括的な目的」の改正について 
  年   月   日 

日本公認会計士協会 

改正案 現 行 

監査基準報告書200 監査基準報告書200 

  

財務諸表監査における総括的な目的 財務諸表監査における総括的な目的 
  

2 0 1 1 年 1 2 月 2 2 日 2 0 1 1 年 1 2 月 2 2 日 

改正 2 0 1 3 年 ６ 月 1 7日 改正 2 0 1 3 年 ６ 月 1 7日 

改正 2 0 1 4 年 ４ 月 ４ 日 改正 2 0 1 4 年 ４ 月 ４ 日 

改正 2 0 1 5 年 ５ 月 2 9日 改正 2 0 1 5 年 ５ 月 2 9日 

改正 2 0 1 9 年 ６ 月 1 2日 改正 2 0 1 9 年 ６ 月 1 2日 

改正 2 0 2 1 年 １ 月 1 4日 改正 2 0 2 1 年 １ 月 1 4日 

改正 2 0 2 1 年 ６ 月 ８ 日 改正 2 0 2 1 年 ６ 月 ８ 日 

改正 2 0 2 2 年 ６ 月 1 6日 改正 2 0 2 2 年 ６ 月 1 6日 

改正 2 0 2 2 年 1 0 月 1 3 日 改正 2 0 2 2 年 1 0 月 1 3 日 

改正 2 0 2 3 年 １ 月 1 2日 改正 2 0 2 3 年 １ 月 1 2日 

改正 2024 年９月 26 日  最終改正 2024 年９月 26 日  

最終改正   年  月  日  

日本公認会計士協会 日本公認会計士協会 
監査・保証基準委員会 監査・保証基準委員会 
（報告書：第４号） （報告書：第４号） 

《Ⅰ 本報告書の範囲及び目的》 《Ⅰ 本報告書の範囲及び目的》 

（省 略） （省 略） 

《２．財務諸表監査》 《２．財務諸表監査》 

（省 略） （省 略） 

9-2．監査基準報告書に規定されている要求事項の一部には、公に取引されている事業体の財務諸表監

査にのみ適用されるものがある。当該事業体の財務的健全性が利害関係者に及ぼす潜在的な影響によ

る、財務状況の高い社会的影響度を反映したものである（A12-2項からA12-3項参照）。 

（新 設） 

9-3.公に取引されている事業体の監査業務については、当該事業体の財務状況における社会的影響度が

高いことから、利害関係者は、より一層高い期待を有している。監査基準報告書に規定されている公

に取引されている事業体の財務諸表監査に適用される要求事項の目的は、これらの期待に応えること

であり、それにより、当該事業体の財務状況の評価に際し使用される当該事業体の財務諸表につい

て、利害関係者からの信頼を高めることになる（A12-2項からA12-6項参照）。 

（新 設） 

公開草案   2026年７月17日 

(意見募集期限  2026年８月17日) 
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改正案 現 行 

（省 略） （省 略） 

《４．定義》 《４．定義》 

12．本報告書における用語の定義は、以下のとおりとする。 12．本報告書における用語の定義は、以下のとおりとする。 

（省 略） （省 略） 

(9) 「財務諸表」－財務報告の枠組みに準拠して、過去財務情報を体系的に表したものであり、注記

事項が含まれる。財務諸表は、一定時点における企業の経済的資源若しくは義務又は一定期間にお

けるそれらの変動を伝えることを目的としている。「財務諸表」は、通常、適用される財務報告の

枠組みにおいて要求される完全な一組の財務諸表を指す。注記事項は、適用される財務報告の枠組

みにより求められている、又は明示的か否かにかかわらず記載が認められている説明的若しくは記

述的な情報から構成される。注記事項は、財務諸表本表において､又は脚注方式で記載されるが、

財務諸表から他の文書に参照をすることによって財務諸表に組み込まれることもある（A12-7項及

びA12-8項参照）。 

(9) 「財務諸表」－財務報告の枠組みに準拠して、過去財務情報を体系的に表したものであり、注

記事項が含まれる。財務諸表は、一定時点における企業の経済的資源若しくは義務又は一定期間

におけるそれらの変動を伝えることを目的としている。「財務諸表」は、通常、適用される財務報

告の枠組みにおいて要求される完全な一組の財務諸表を指す。注記事項は、適用される財務報告

の枠組みにより求められている、又は明示的か否かにかかわらず記載が認められている説明的若

しくは記述的な情報から構成される。注記事項は、財務諸表本表において､又は脚注方式で記載さ

れるが、財務諸表から他の文書に参照をすることによって財務諸表に組み込まれることもある

（A12-2項及びA12-3項参照）。 

(10) 「重要な虚偽表示リスク」－監査が実施されていない状態で、財務諸表に重要な虚偽表示が存

在するリスクをいい、誤謬による重要な虚偽表示リスクと不正による重要な虚偽表示リスクがあ

る。 

(10) 「重要な虚偽表示リスク」－監査が実施されていない状態で、財務諸表に重要な虚偽表示が存

在するリスクをいい、誤謬による重要な虚偽表示リスクと不正による重要な虚偽表示リスクがあ

る。 

アサーション・レベルにおいて、重要な虚偽表示リスクは以下の二つの要素で構成される（A12-

9項参照）。 

アサーション・レベルにおいて、重要な虚偽表示リスクは以下の二つの要素で構成される（A12-

4項参照）。 

① 固有リスク－関連する内部統制が存在していないとの仮定の上で、取引種類、勘定残高及び注

記事項に係るアサーションに、個別に又は他の虚偽表示と集計すると重要となる虚偽表示が行わ

れる可能性をいう。 

① 固有リスク－関連する内部統制が存在していないとの仮定の上で、取引種類、勘定残高及び

注記事項に係るアサーションに、個別に又は他の虚偽表示と集計すると重要となる虚偽表示が

行われる可能性をいう。 

② 統制リスク－取引種類、勘定残高及び注記事項に係るアサーションで発生し、個別に又は他の

虚偽表示と集計すると重要となる虚偽表示が、企業の内部統制によって防止又は適時に発見・是

正されないリスクをいう。 

② 統制リスク－取引種類、勘定残高及び注記事項に係るアサーションで発生し、個別に又は他

の虚偽表示と集計すると重要となる虚偽表示が、企業の内部統制によって防止又は適時に発見・

是正されないリスクをいう。 

（省 略） （省 略） 

(12)-2 「公に取引されている事業体」－以下の事業体をいう（倫理規則 R400.22項(1)参照）。  

① 公認会計士法上の大会社等に該当する、金融商品取引所に上場している金融商品を発行する事

業体 

 

② 公認会計士法上の大会社等に該当する、日本証券業協会の公社債店頭売買参考統計値発表制度

に基づき債券の価額が公表され、店頭で取引される債券を発行している事業体（金融商品取引法

第193条の２第１項に基づく財務諸表監査の対象となる事業体であり、かつ最終事業年度に係る

資本金が100億円以上又は負債の部の合計額が1,000億円以上である事業体に限る。） 

 

（省 略） （省 略） 

《Ⅱ 要求事項》 《Ⅱ 要求事項》 

（省 略） （省 略） 
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改正案 現 行 

《Ⅲ 適用指針》 《Ⅲ 適用指針》 

《１．財務諸表監査》 《１．財務諸表監査》 

（省 略） （省 略） 

《(3) 監査意見の様式》（第８項参照） 《(3) 監査意見の様式》（第８項参照） 

（省 略） （省 略） 

《事業体の財務状況の社会的影響度》（第9-2項及び第9-3項参照） （新 設） 

A12-2．監査人は、公に取引されている事業体以外にも、財務状況の社会的影響度の高さを考慮し、監

査業務に対する利害関係者の期待が高い事業体が存在すると判断することがある。したがって、公に

取引されている事業体の財務諸表監査に監査基準報告書に定められている要求事項の一つ又は複数

を適用することがある。この点において、A12-3項からA13-6項が関連する場合がある。 

（新 設） 

A12-3．その事業体の財務諸表における社会的影響度の程度は、例えば、次によって影響を受ける場合

がある。 

（新 設） 

・ 事業体の主な事業の一環として公に財務上の義務を引き受けるなど、その事業又は活動の内容  

・ 事業体が財務上の義務を履行するという信用を供与するために設計された、規制当局の監督の対

象となるかどうか。 

 

・ 事業体の規模  

・ 財務上の破綻が生じた場合に、どの程度容易に置換えが可能かを含む事業を行う業界に対する事

業体の重要性 

 

・ 投資家、顧客、債権者及び従業員を含む利害関係者の数及び性質  

・ 事業体の財務上の破綻が生じた場合に、他の業界及び経済全体に与える潜在的でシステミックな

影響 

 

A12-4．法令又は職業倫理に関する規定を含めた職業的専門家に対する要求事項によってその事業体が

「社会的影響度の高い事業体」と定義若しくは指定されているか、又はその財務状況に大きな社会的

影響度がある事業体を指し示すために「社会的影響度の高い事業体」以外の用語が用いられている場

合がある。例えば、倫理規則では、次を含め、社会的影響度の高い事業体の類型が特定されている。 

（新 設） 

・ 公に取引されている事業体  

・ 主たる機能の一つが公から預金を受け入れることである事業体  

・ 主たる機能の一つが公に保険を提供することである事業体  

A12-5．また、法令又は職業的専門家に対する要求事項の策定に責任を負う者が「社会的影響度の高い

事業体」の類型を指定する場合もある。特定の法域における事実や状況に応じて、例えば次のような

類型が想定される。 

（新 設） 

・ 年金基金  

・ 集団投資ビークル  

・ （投資家以外の）利害関係者が多数存在する非公開の事業体  
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改正案 現 行 

・ 非営利組織又は政府系の事業体  

・ 公益事業を行う事業体  

A12-6．監査人はこのほか、公に取引されている事業体の財務諸表監査に関して監査基準報告書に定め

られている要求事項の一つ又は複数を他の事業体の監査に適用することが適切かどうかを判断する

に当たって、次の要因を考慮する場合がある。 

（新 設） 

・ 独立性を含む職業倫理に関する規定の目的上、その事業体が社会的影響度の高い事業体として扱

われているかどうか。 

 

・ 近い将来において、当該事業体が公に取引されている事業体になる可能性が高いかどうか。  

・ 類似の状況において、監査人が他の事業体について公に取引されている事業体に対する要求事項

を適用しているかどうか。 

 

・ 法令又は職業的専門家としての要求事項によって、当該事業体が公に取引されている事業体に該

当しないと定められているかどうか。 

 

・ 当該事業体又は他の利害関係者が、監査人に対して、公に取引されている事業に対する要求事項

を当該事業体に適用することを要請していたかどうか。その場合、当該要請に応じない理由がある

かどうか。 

 

・ 当該事業体のコーポレート・ガバナンスの状況。例えば、ガバナンスに責任を有する者として、 

所有者又は経営者と区別されている監査役等が設置されているかどうか。 

 

・ 類似の状況において、前任の監査人が当該事業体について公に取引されている事業体に対する要

求事項を適用していたかどうか。 

 

《(4) 定義》 《(4) 定義》 

《財務諸表》（第 12 項(9)参照） 《財務諸表》（第 12 項(9)参照） 

A12-7.財務報告の枠組みによっては、企業の経済的資源又は義務を資産又は負債と呼び、その差額を資

本又は純資産として呼称する場合がある。 

A12-2.財務報告の枠組みによっては、企業の経済的資源又は義務を資産又は負債と呼び、その差額を

資本又は純資産として呼称する場合がある。 

A12-8.適用される財務報告の枠組みによって財務諸表への記載が要求される説明的・記述的な情報は、

経営者による説明又はリスク報告書などの他の文書（財務諸表利用者が財務諸表と同じ条件で同時に

利用可能なもの）の情報へ参照することによって財務諸表に組み込むことができる。「参照すること

によって財務諸表に組み込む」とは、財務諸表から他の文書への参照を意味するが、他の文書から財

務諸表への参照は意味しない。適用される財務報告の枠組みが、説明的・記述的な情報の記載への参

照を明示的に禁止しておらず、適切に参照されている場合、当該情報は財務諸表の一部を構成する。 

A12-3.適用される財務報告の枠組みによって財務諸表への記載が要求される説明的・記述的な情報は、

経営者による説明又はリスク報告書などの他の文書（財務諸表利用者が財務諸表と同じ条件で同時

に利用可能なもの）の情報へ参照することによって財務諸表に組み込むことができる。「参照するこ

とによって財務諸表に組み込む」とは、財務諸表から他の文書への参照を意味するが、他の文書か

ら財務諸表への参照は意味しない。適用される財務報告の枠組みが、説明的・記述的な情報の記載

への参照を明示的に禁止しておらず、適切に参照されている場合、当該情報は財務諸表の一部を構

成する。 

《重要な虚偽表示リスク》（第 12 項(10)参照） 《重要な虚偽表示リスク》（第 12 項(10)参照） 

A12-9．本報告書においては、以下の二つについて合理的な可能性がある場合に重要な虚偽表示リスク

が存在する。 

A12-4．本報告書においては、以下の二つについて合理的な可能性がある場合に重要な虚偽表示リスク

が存在する。 

(1) 虚偽表示が発生する(すなわち、発生可能性) 。 (1) 虚偽表示が発生する(すなわち、発生可能性) 。 
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改正案 現 行 

(2) 虚偽表示が発生した場合に重要性がある（すなわち、影響の度合い）。 (2) 虚偽表示が発生した場合に重要性がある（すなわち、影響の度合い）。 

（省 略） （省 略） 

《６．一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠する監査の実施》 《６．一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠する監査の実施》 

（省 略） （省 略） 

《(2) 監査基準報告書の内容》（第 18 項参照） 《(2) 監査基準報告書の内容》（第 18 項参照） 

（省 略） （省 略） 

《適用の柔軟性に関する考慮事項》 《適用の柔軟性に関する考慮事項》 

（省 略） （省 略） 

A62-2．監査基準報告書に含まれる小規模企業に特有の考慮事項は、主に公に取引されている事業体以

外の事業体を想定して記載されているが、その一部は、小規模の公に取引されている事業体の監査に

参考になることがある。 

A62-2．監査基準報告書に含まれる小規模企業に特有の考慮事項は、主に非上場企業を想定して記載さ

れているが、その一部は、小規模の上場企業の監査に参考になることがある。 

（省 略） （省 略） 

《Ⅳ 適用》 《Ⅳ 適用》 

（省 略） （省 略） 

・ 本報告書（ 年 月 日）は、2027年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表の監査及び

同日以後開始する中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から適用する。ただし、それ以前の

決算に係る財務諸表の監査及び中間会計期間に係る中間財務諸表の中間監査から適用することを

妨げない。 

（新 設） 

（省 略） （省 略） 

以  上  以  上  

以  上  

 


